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青少年国際交流推進事業委託要項 

平成２８年１月２７日 

生涯学習政策局長決定 

平成２９年２月１０日 

一 部 改 正 

平成３０年１月１９日 

一 部 改 正 

平成３１年２月７日  

一 部 改 正 

令和２年２月６日  

一 部 改 正 

令和３年１月２７日  

一 部 改 正  

令和４年２月２１日 

一 部 改 正 

令 和 ５ 年 ３ 月 １ 日 

一 部 改 正  

令和６年１月３１日 

一 部 改 正 

１ 趣旨 

国際化が進展する中にあって、青少年の広い視野を養い、異なる文化を持

つ人々と共に協調して生きていく態度などを育成するため、国内外の青少年

及び青少年指導者（以下「青少年等」という。）の国際交流を通じ、相互理

解を深め、青少年の多様な文化の理解に向けた契機を提供するとともにその

成果を普及する。 

２ 委託事業の内容 

  相手国側実施団体と連携し、日本の青少年等の海外派遣事業及び海外の青

少年等の受入事業を通じた共同体験により、青少年等の視野を広げるととも

に、異なる文化への理解を育む。 

また、本事業で得られた成果の普及を通じて、我が国の青少年に多様な文



化を理解できる姿勢を養う契機を提供する。 

３ 委託先 

委託先は、法人格を有する団体とする。 

４ 委託期間 

本事業の委託期間は、委託を受けた日から当該年度の３月１０日までとする。 

なお、３月１０日が土曜日若しくは日曜日又は祝日の場合は、その直前の

平日までとする。 

５ 委託手続 

（１）委託先の選定及び採択は、別途定める公募要領に基づいて行う。 

（２）採択された団体が委託を受けようとするときは、委託事業計画書（様

式１－１～１－２）を文部科学省に提出すること。 

（３）文部科学省は、上記（２）により提出された委託事業計画書の内容を

審査し、本事業の趣旨を踏まえた適切な計画であると認めた場合、委託

先を決定し、当該団体と委託契約を締結する。 

６ 委託経費 

（１）文部科学省は、事業計画の規模、内容等を勘案し、予算の範囲内で事

業に要する経費（人件費、諸謝金、旅費、借損料、印刷製本費、消耗品

費、会議費、通信運搬費、保険料、雑役務費、消費税相当額、一般管理

費）を委託費として支出する。 

（２）文部科学省は、受託団体が本委託要項、委託要領若しくは委託契約書

等に違反したとき又は委託事業の遂行が困難であると認めたときは、契

約の解除や経費の全部又は一部について返還を命じることができる。 

（３）委託費の支払は、委託事業完了（廃止・中止）報告書（様式２－１～

２－３）に基づき、その額が確定した後に支払う精算払を原則とする。

ただし、受託団体の申出を受けて、事業完了前に必要と認めるときは、

委託費の全部又は一部を概算払することができる。 

７ 事業完了（廃止・中止）の報告 

受託団体は、事業が完了したとき（契約を解除したときを含む。）又は廃



止の承認を受けたときは、委託事業完了（廃止・中止）報告書を文部科学省

に提出する。なお、完了した日から１０日を経過した日又は契約期間満了日

のいずれか早い日までに提出するものとする。 

８ 委託費の額の確定 

（１）文部科学省は、上記７により提出された委託事業完了（廃止・中止）

報告書について、審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その内容が

適正であると認めたときは、委託費の額を確定し、受託団体に対して通

知するものとする。 

（２）上記（１）の確定額は、事業に要した決算額と委託契約額のいずれか

低い額とする。 

９ 成果報告 

（１）受託団体は、上記８の通知を受けたときは、その日から起算して１０

日以内に又は委託事業の完了した日から１０日以内のいずれか早い日ま

でに、成果報告書を５部提出するとともに、電子媒体を提出するものと

する。なお、提出された成果報告書の電子媒体は、文部科学省のウェブ

サイトに掲載する。 

（２）上記（１）の成果報告書には、事業の目的、実施体制、事業内容、成

果及び課題を含めるものとする。 

（３）受託団体は、上記（１）の成果報告書を受託団体のウェブサイトへ掲

載する等により公表するものとする。 

（４）上記（１）の成果報告書のほか、受託団体の取組について事例の提

供、ヒアリング等を求める場合がある。 

10 書類の保存 

  受託団体は、委託費に係る収入及び支出を明らかにする帳簿を備え、文部

科学省の請求があったときは、いつでも提出できるよう収入及び支出の事実

を明らかにした領収書その他の関係証拠書類とともに、委託事業を実施した

年度の翌年度から５年間整理保存する。なお、請求書等の保管についてはイ

ンボイス制度を踏まえ、適切に対応すること。 

11 再委託の禁止 



再委託（本事業の全部又は一部を第三者に委託することをいう。）をする

ことはできない。 

12 その他 

（１）文部科学省は、受託団体における事業の実施が当該趣旨に反すると認

められるときは、必要な是正措置を講ずるよう求める。 

（２）文部科学省は、本事業の実施に当たり、受託団体の求めに応じて指導

・助言を行うとともに、その効果的な運営を図るため協力する。

（３）文部科学省は、必要に応じ本事業の実施状況及び経理状況について、

実態調査を行うことができる。 

（４）受託団体等は、委託業務の遂行によって知り得た事項については、そ

の秘密を保持しなければならない。 

（５）この要項に定めるもののほか、本事業の実施に関し、必要な事項は別

に定める。 

附 則（平成29年２月10日） 

この要項は、平成29年２月10日から施行する。 

附 則（平成30年１月19日） 

この要項は、平成30年１月19日から施行する。 

附 則（平成31年２月７日） 

この要項は、平成31年２月７日から施行する。 

附 則（令和２年２月６日） 

この要項は、令和２年２月６日から施行する。 

附 則（令和３年１月27日） 

この要項は、令和３年１月27日から施行する。 

附 則（令和４年２月21日） 

この要項は、令和４年２月21日から施行する。 

附 則（令和５年３月１日） 

この要項は、令和５年３月１日から施行する。 

附 則（令和６年１月31日） 

この要項は、令和６年１月31日から施行する。 



（様式１－１） 

第  号 
  年  月  日 

文部科学省総合教育政策局長 殿 

団 体 名 

所 在 地 〒 

代表者職・氏名 

青少年国際交流推進事業の委託事業計画書を提出します。 

青少年国際交流推進事業委託事業計画書 

事業名 

交流相手国 

相手国実施団体名 

委託期間 委託を受けた日 ～   年  月  日 

委託対象経費総額 円 

テーマ

事業概要及び目標 

事務担当者 

及び 

連絡先 

事務担当者職・氏名 

Ｅメールアドレス 

住所 

（書類等の郵送先） 

〒 

電話番号 



事業内容【派遣】 

実施期間 

参加者 

対  象 

人  数  人（引率者を除く） 

募集方法 

選考方法 

引率者 人  数  人 

プログラム 

事前研修 
事後研修 

安全対策 



事業内容【受入】 

実施期間 

参加者 

対  象 

受入人数  人（引率者を除く） 

受入団と交流する日

本の青少年の人数 
 人 

引率者 人 数  人 

プログラム 

月 日（ ） 

月 日（ ） 

月 日（ ） 

月 日（ ） 

月 日（ ） 

月 日（ ） 

月 日（ ） 

月 日（ ） 

月 日（ ） 

安全対策 



成果発表、外向き志向及び満足度の目標値 

派遣団員１人当たり
の成果の発表への参
加人数の目標（平均）
（60人以上にするこ
と） 

１人当たり平均 （ ）人 （合計 （  ）人） 

目標人数を達成する
ための工夫 

派遣団員の「外向き
志向」の目標値 

派遣団員が事後アンケートに

おいて、「外向き志向」である

と回答した割合 

（100％に近づけること） 

（   ）％ 

「外向き志向」の目
標値を達成するた
めの工夫 

派遣団員の事業内
容に対する満足度
の目標値 

派遣団員の事後アンケートに

おける事業内容に対する満足

度（80％以上を目指すこと） 

（ ）％ 

事業内容の満足度
の目標値を達成す
るための工夫 



(様式１－２)

申請者名

1．委託対象経費総括表

（単位：円）

経費区分
委託費総額

（派遣事業＋受入事業）
派遣事業 受入事業

①人件費

②諸謝金

③旅費

④借損料

⑤印刷製本費

⑥消耗品費

⑦会議費

⑧通信運搬費

⑨保険料

⑩雑役務費

⑪消費税相当額

小　計

⑫一般管理費（注１）
一般管理費の率

（　）％

合　計

委託対象経費

（注）一般管理費　小計×一般管理費の率



金　額
（円） 内　容 ＠ 単価 円 × 単位 × 単位 ＝ 円

①人件費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

②諸謝金 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

③旅費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

④借損料 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑤印刷製本費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑥消耗品費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑦会議費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑧通信運搬費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑨保険料 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑩雑役務費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑪消費税相当額

⑪-1　不
（非）課税経
費（人件費、
外国旅費、保
険料など）×

消費税率

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

(様式１－２)

2．委託対象経費内訳（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

経費区分
積　算　の　基　礎



金　額
（円） 内　容 ＠ 単価 円 × 単位 × 単位 ＝ 円

経費区分
積　算　の　基　礎

⑪-2　インボ
イス影響額-経
過措置の適

用：無

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑪-3　インボ
イス影響額-経
過措置の適

用：有

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

合　計

※必要があれば枠を広げること。



（様式１－２）
３．経費区分別内訳
（経費区分）①人件費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

氏　名 時間 単価(円) 金額(円) 対象期間 支払年月日 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



活動内容 支給額

（場所、内容等） （円）
円 × 人 × 単位 × 単位 ＝

合　　計 円

（注１）必要があれば枠を広げること。

（注５）出席者等が未確定の場合にあっては、単価の妥当性を確認するため、○○関係者等と記載する等して表記すること。

（注２）活動内容については、できるだけ具体的に記入すること。

（注３）謝金は講演、原稿執筆、単純労務等を行った場合に支出する謝礼であり、単価は参考「諸謝金基準単価」を上限の目安とする。ただし、受託団体
が定める規程単価が基準単価を下回る場合は規程単価を適用し、その規程を添付すること。

（注４）（注３）により難い場合は、謝金単価の根拠を示す書類を添付し、その単価が妥当であることを示すこと。（これを基に団体と文部科学省間で協
議の上、妥当な単価を設定する。）

(様式１－２)

３．経費区分内訳（②諸謝金）（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

日時 役割 所属・職名 氏名
支給積算式

根拠規程
（＠単価×人数×回数・時間数・日数）



(単位：円）

全額 委託申請額

円

（注１）必要があれば枠を広げること。

なお、報告時は公共交通機関等料金表があるもの以外は全て領収書を報告書に添付すること。

宿泊費 日当 合計 積算根拠車賃

合 計

（注２）原則として具体的用務毎に積算すること。
（注３）実費支給の場合は可能な限り料金表等根拠を添付して積算すること。ただし団体に旅費規定がある場合は別添の上、規定に基づいて計上すること。
（注４）航空賃は原則、3社以上の旅行代理店の見積書を添付し、最も安価な旅行代理店についての見積書の内訳も添付すること。
（注５）渡航等に要する団体料金の場合は氏名に代えて、人数、総額を記入することも可能とする。

(様式１－２)

３．経費区分内訳（③旅費）（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

日時 活動内容 経路氏名 鉄道賃
航空賃



（様式１－２）
３．経費区分別内訳
（経費区分）④借損料（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

内     訳 使     途 利用年月日 時間 単価(円) 金額(円) 支払年月日 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式１－２）
３．経費区分別内訳
（経費区分）⑤印刷製本費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品     名 数量(部) 単価( 円) 金額( 円) 発注年月日 納品年月日 支払年月日 取引先 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式１－２）
３．経費区分別内訳
（経費区分）⑥消耗品費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品     名 数量(部) 単価( 円) 金額( 円) 発注年月日 納品年月日 支払年月日 取引先 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式１－２）
３．経費区分別内訳
（経費区分）⑦会議費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品     名 会  議  名 利用年月日 数量(人) 単価( 円) 金額( 円) 支払年月日 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式１－２）
３．経費区分別内訳
（経費区分）⑧通信運搬費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品名( 内訳) 数  量 単価( 円) 金額( 円) 発注年月日 完了年月日 支払年月日 備     考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式１－２）
３．経費区分別内訳
（経費区分）⑨保険料（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品名( 内訳) 数  量 単価( 円) 金額( 円) 発注年月日 完了年月日 支払年月日 備     考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式１－２）
３．経費区分別内訳
（経費区分）⑩雑役務費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品名( 内訳) 数  量 単価( 円) 金額( 円) 発注年月日 完了年月日 支払年月日 備     考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式１－２）
３．経費区分別内訳
（経費区分）⑪消費税相当額（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

対象経費の内容 対象金額(円) 消費税率 消費税額(円) 対象経費の支払年月日 備     考

⑪-1　不（非）課税経費（人
件費、外国旅費、保険料な

ど）×消費税率

⑪-2　インボイス影響額-経
過措置の適用：無

⑪-3　インボイス影響額-経
過措置の適用：有

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式２－１） 

第  号 

  年  月  日 

委託事業完了（廃止）報告書 

  支出負担行為担当官 

  文部科学省総合教育政策局長 殿 

団  体  名 

所  在  地 〒 

代表者職・氏名

○年○月○日（契約日を記載すること）付け○年度＜委託事業名＞（契約書第１条で定める委

託事業名を記入すること）は、○年○月○日に完了（廃止）したので、委託契約書第○条○項の

規定により、下記の書類を添えて提出します。 

記 

１ 青少年国際交流推進事業実績報告書 様式２―２のとおり 

２ 委託事業収支決算書 様式２－３のとおり 

３ 支出を証明する書類の写し 

団体名 

代表者氏名 担当者氏名 

連絡先電話番号 連絡先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 



（様式２－２） 

青少年国際交流推進事業委託事業実績報告書 

事業名 

交流相手国 

相手国実施団体名 

委託期間 年 月 日 ～  年   月 日 

事業完了年月日 年 月   日 

委託契約金額 円  

契約締結を決定 

した文書番号 
  年  月  日 文科教第    号 

テーマ

事業概要及び成果 

事務担当者 

及び 

連絡先 

事務担当者職・氏名 

Ｅメールアドレス 

住所 

（書類等の郵送先） 
〒 

電話番号 



参加者について 

参加者 

※派遣者、受入者に

ついては名簿別添

参加者数 

※引率者数と重複しないこと。

［派遣］ 

 人 

［受入］ 

  人 

受入団と交流した日

本の青少年の数 

［受入］ 

  人 

引率者数 
［派遣］ 

 人 

［受入］ 

  人 

派遣団員の

選考方法（選

考会議の構成、期

日、議事等を記載

すること）

事業内容【派遣】 

実施期間 

協力機関・団体等の名

称と役割 

機関・団体名 役割 

事業企画時に留意した

事項や相手国実施団体

との調整内容等 

事業運営上の工夫（事

業目標を達成するため

の工夫等） 

事前研修 

派遣プログラム 

／ 

／ 

／ 

／ 

／ 

／ 



事業内容【受入】 

実施期間 

協力機関・団体等の名

称と役割 

機関・団体名 役割 

事業企画時に留意した

事項や相手国実施団体

との調整内容等 

事業運営上の工夫 

（事業目標を達成する

ための工夫等） 

受入プログラム 

／ 

／ 

／ 

／ 

／ 

／ 



成果発表及び外向き志向の目標達成状況 

派遣団員１人当たり
の成果の発表への参
加人数の実績（平均）
（60人以上にするこ
と） 

１人当たり平均 （ ）人 （合計 （  ）人） 

目標人数を達成する
ために行った工夫 

派遣者の「外向き志
向」の値 

派遣団員が事後アンケートにお

いて、「外向き志向」であると

回答した割合（100％に近づける

こと） 

（   ）％ 

派遣団員が「外向
き志向」に変容す
るために行った工
夫 

派遣者の事業内容
に対する満足度の
値 

派遣団員の事後アンケートに

おける事業内容に対する満足

度（80％以上を目指すこと） 

（   ）％ 

派遣団員の満足度
を高めるために行
った工夫 



上記の結果を踏ま
えた成果及び課題
、改善に向けた方
策の検討結果 



（様式２－３）
団体名

１．決算総括表

合　計
（派遣＋受入）

派遣 受入

①人件費

②諸謝金

③旅費

④借損料

⑤印刷製本費

⑥消耗品費

⑦会議費

⑧通信運搬費

⑨保険料

⑩雑役務費

⑪消費税相当額

小計

⑫一般管理費

（　　　）％

合計

委託費の額

自己調達額

その他

合計

（記載要領）

（注３）支出を証明する書類を添付すること。

委託事業収支決算書

（注１）様式１－２に掲げる経費ごとに本様式による帳簿を設け、当該経費区分の種別ごとにその経費の
内容を表示すること。

収
入

支
出

（注２）要項により認められない経費区分については、計上できないので留意すること。

区分 経費区分
契約額
(円)

委託費の額
（円）

備 　考

決算額(円)



金　額
（円） 内　容 ＠ 単価 円 × 単位 × 単位 ＝ 円

①人件費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

②諸謝金 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

③旅費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

④借損料 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑤印刷製本費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑥消耗品費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑦会議費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑧通信運搬費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑨保険料 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑩雑役務費 @ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑪消費税相当額
⑪-1　不（非）課税
経費（人件費、外国
旅費、保険料など）

×消費税率

@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑪-2　インボイス影
響額-経過措置の適

用：無
@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

⑪-3　インボイス影
響額-経過措置の適

用：有
@ 円 × × ＝

@ 円 × × ＝

合　計

※必要があれば枠を広げること。

(様式２－３)

2．決算内訳表(派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

経費区分
積　算　の　基　礎



（様式２－３）
３．決算経費区分別内訳
（経費区分）①人件費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

氏　名 時間 単価(円) 金額(円) 対象期間 支払年月日 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（経費区分）②諸謝金（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

活動内容 支給額

（場所、内容等） （円）
円 × 人 × 単位 × 単位 ＝

合　　計 円

（注１）必要があれば枠を広げること。

（注５）出席者等が未確定の場合にあっては、単価の妥当性を確認するため、○○関係者等と記載する等して表記すること。

（注２）活動内容については、できるだけ具体的に記入すること。

（注３）謝金は講演、原稿執筆、単純労務等を行った場合に支出する謝礼であり、単価は参考「諸謝金基準単価」を上限の目安とする。ただし、受託団体
が定める規程単価が基準単価を下回る場合は規程単価を適用し、その規程を添付すること。

（注４）（注３）により難い場合は、謝金単価の根拠を示す書類を添付し、その単価が妥当であることを示すこと。（これを基に団体と文部科学省間で協
議の上、妥当な単価を設定する。）

(様式２－３)

３．決算経費区分別内訳

日時 役割 所属・職名 氏名
支給積算式

根拠規程
（＠単価×人数×回数・時間数・日数）



（経費区分）③旅費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。 (単位：円）

全額 委託対象額

円

（注１）必要があれば枠を広げること。

なお、報告時は公共交通機関等料金表があるもの以外は全て領収書を報告書に添付すること。

（注５）渡航等に要する団体料金の場合は氏名に代えて、人数、総額を記入することも可能とする。

合 計

（注２）原則として具体的用務毎に積算すること。

（注３）実費支給の場合は可能な限り料金表等根拠を添付して積算すること。ただし団体に旅費規定がある場合は別添の上、規定に基づいて計上するこ
と。
（注４）航空賃は原則、3社以上の旅行代理店の見積書を添付し、最も安価な旅行代理店についての見積書の内訳も添付すること。

(様式２－３)

３．決算経費区分別内訳

日時 活動内容 氏名 経路
航空賃

鉄道賃 車賃 宿泊費 日当 合計 根拠資料



（様式２－３）
３．決算経費区分別内訳
（経費区分）④借損料（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

内     訳 使     途 利用年月日 時間 単価(円) 金額(円) 支払年月日 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式２－３）
３．決算経費区分別内訳
（経費区分）⑤印刷製本費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品     名 数量(部) 単価(円) 金額(円) 発注年月日 納品年月日 支払年月日 取引先 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式２－３）
３．決算経費区分別内訳
（経費区分）⑥消耗品費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品     名 数量(部) 単価(円) 金額(円) 発注年月日 納品年月日 支払年月日 取引先 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式２－３）
３．決算経費区分別内訳
（経費区分）⑦会議費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品     名 会  議  名 利用年月日 数量(人) 単価(円) 金額(円) 支払年月日 備  考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式２－３）
３．決算経費区分別内訳
（経費区分）⑧通信運搬費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品名(内訳) 数  量 単価(円) 金額(円) 発注年月日 完了年月日 支払年月日 備     考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式２－３）
３．決算経費区分別内訳
（経費区分）⑨保険料（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品名(内訳) 数  量 単価(円) 金額(円) 発注年月日 完了年月日 支払年月日 備     考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式２－３）
３．決算経費区分別内訳
（経費区分）⑩雑役務費（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

品名(内訳) 数  量 単価(円) 金額(円) 発注年月日 完了年月日 支払年月日 備     考

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式２－３）
３．決算経費区分別内訳
（経費区分）⑪消費税相当額（派遣・受入）　※いずれかに〇を付け、それぞれ作成すること。

対象経費の内容 対象金額(円) 消費税率 消費税額(円) 対象経費の支払年月日 備     考

⑪-1　不（非）課税経費（人
件費、外国旅費、保険料な

ど）×消費税率

⑪-2　インボイス影響額-経
過措置の適用：無

⑪-3　インボイス影響額-経
過措置の適用：有

計 円

（注）必要があれば枠を広げること。



（様式３－１） 

委託事業成果報告書 

○○年○○月○○日

支出負担行為担当官 

文部科学省総合教育政策局長 ○○○○ 殿 

（受託者）住 所 ○○○○○ 

団体名 ○○○○○ 

代表者職・氏名 ○○・○○○○

○○年○○月○○日付け○○年度《委託事業名》（委託契約書第１条で定めた委託事業の

題目を記入すること）に関する成果の報告書を委託契約書第○条の規定により、別添のと

おり提出します。 

団体名 

代表者氏名 担当者氏名 

連絡先電話番号 連絡先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 
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